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卒煙サポート 若年層・妊産婦の
喫煙防止

受動喫煙防止

たばこによる健康への悪影響を防止し、
健康な社会の実現を目指す

神奈川県たばこ対策の３本柱
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卒煙サポート

＜概要＞
たばこをやめたい人が
卒煙できるよう、健康
への悪影響についての
普及啓発や禁煙相談、
（公財）かながわ健康
財団との「かながわ卒
煙塾」の共催など。

【健康財団】卒煙塾
（企業向け）

卒煙サポートセミナー
（卒煙サポートに携わる人材育成）

【保福】禁煙相談

卒煙サポートネットワーク

【ＨＰ】禁煙治療実施医療機関の案内

たばこ対策協力企業

卒煙支援リーフ
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若年層・妊産婦の喫煙防止

＜概要＞
児童、生徒、学生に向け
た喫煙防止教育啓発リー
フレットの配布、県保健
福祉事務所職員による学
校などでの喫煙防止教育、
喫煙防教育に携わる人材
育成など。

妊産婦向け
リーフ

小学生向け
リーフ

中高生向け
リーフ

大学生向け
チラシ

【未】家族向け
（父母等）

【鎌倉保福三崎センター】
ポスターコンクール

【保福】喫煙防止教育
（講師派遣・動画視聴）

喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育研修講座
（喫煙防止教育に携わる人材育成）



5

受動喫煙防止

＜概要＞
県民向けのキャンペーン
の実施などによる健康増
進及び受動喫煙防止条例
の周知や、施設管理者に
対する喫煙専用室等の設
置に関する技術アドバイ
ザーの派遣など。

受動喫煙防止条例等運用調整会議等
（保健福祉事務所・本庁）

法解釈・条例解釈

県内旅行者等向け
普及啓発

【未】屋外等における
受動喫煙防止の普及啓発

通報・相談対応
（施設への行政指導・行政処分）

条例見直し

技術的支援
（専門アドバイザー派遣）

イベント参加
（普及啓発）

施設管理者向け
普及啓発

受動喫煙防止
キャンペーン（11月）

世界禁煙デー
・禁煙週間（５月）
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１ 令和６年度事業について



１ 令和６年度事業について ①施設対応の状況

＜普及啓発としての戸別訪問の状況（R6.10末時点）＞ 319件

※普及啓発としての実施は各保健福祉事務所等の任意としている。５か所中４か所が実施。

＜通報を受けた場合の対応状況（R６.12末時点）＞ 通報件数 32件

戸別訪問（初回訪問） 27件

違反あり 18件（訪問時改善済 11件、訪問時未改善 ７件）

違反なし ９件

※立入調査・勧告・命令・罰則の適用に至った事例はなし

＜主な違反内容＞ ※普及啓発としての戸別訪問時に判明した件数を含む

① （法）配慮義務違反（疑いを含む） 16件

② （法）喫煙禁止場所における喫煙器具・設備等の設置禁止 ６件

③ （法）喫煙可能室の届出 ２件 ／ 喫煙禁止場所における喫煙 ２件

7

通報があった場合は、原則、現地訪問して
事実確認し、未改善の違反が認められた場
合は指導を行い、改善を確認していきます。

通報者への制度説明（違反ではない）によ
り対応が終了する場合もあるため、通報件
数と訪問件数は一致しません。
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１ 令和６年度事業について ②高校生向け喫煙防止教育動画

感染症の影響により、県内各学校を対象に実施している喫煙防止教育に係る講師派遣が思う
ように実施できなかったことを踏まえ、今後同様の状況となった場合でも、喫煙防止教育を継
続できるようにすること、また、各学校や保健福祉事務所等の事務負担の軽減を図るため、喫
煙防止教育動画を作成し、令和６年４月より運用を開始した。

学習指導要領に沿って、主に以下の内容で構成。

● 喫煙及び受動喫煙による健康影響（がんのリスク、依存症等、
特に10代で喫煙を開始することのリスクを強調）

● 法の説明（健康増進法による20歳未満立入の規制、表示等）

● たばこにおける世界や日本の状況（パッケージや規制等）

● たばこに誘われた際の断り方

※高校生向けとしているが中学生でも分かりやすい内容としている。

● 県ホームページ上に掲載（県YouTube公式チャンネル「かなチャンTVサブチャンネル」で
公開）し、いつでも閲覧可能。

● 講師派遣の希望照会時に併せて、動画の利用を各学校へ案内。

●時間：30分程度
●動画の振り返りを目的とした
Q＆Aを作成し、県ホームペー
ジ上の動画掲載ページに回答
解説と合わせて掲載

経緯
目的

内容

運用方法
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１ 令和６年度事業について ③リーフレット等の作成・改訂

「禁煙外来を受診しましょう」～「確実に」禁煙するなら禁煙外来へ～

【作成の趣旨】
●喫煙をやめたいと思っている方やその家族等に、より効果のある方法として、禁煙外来の受診を勧める。
●喫煙をやめられないのは意思が弱いからではなく、ニコチンによる依存の問題であり、
治療により克服できることを知ってもらう。

●喫煙に費やしている費用や時間を意識してもらう。

【内容】
・たばこの依存性、健康影響
・たばこをやめることで失わなくなるもの（寿命・お金・時間）
・禁煙外来・禁煙治療とは
・健康保険適用の条件
・禁煙治療実施医療機関の案内

県内医療機関ほか市町村等の関係機関に配布。
追加送付の依頼を多くいただいています！
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１ 令和６年度事業について ③リーフレット等の作成・改訂

「飲食店のみなさまへ」

【作成の趣旨】
飲食店を利用する方や従業員の方が望まない受動

喫煙を受けることのないよう、特に大切なルールに
ついてチラシにまとめました。

【内容】
① 屋内禁煙（原則）
② 加熱式たばこ、水たばこも規制対象
③ 20歳未満の人（従業員を含む）を喫煙区域に立

ち入らせてはならない
④ 配慮義務（喫煙可能な場所でも）
⑤ 要件を満たしていない自称「喫煙目的店」は違法

各保健福祉事務所、市町村、神奈川県食品衛生協
会等の協力をいただき、飲食店への指導や食品衛生
責任者講習会等の機会に配布・活用しています！
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１ 令和６年度事業について ③リーフレット等の作成・改訂

赤ちゃんのための卒煙(禁煙)を応援します
(旧：ママと家族の卒煙(禁煙)を応援します)

【改訂の趣旨】
夫婦で喫煙をしている場合、妊産婦が卒煙しようと努力しても、

夫が喫煙するため、家にたばこがあり、においがしてやめられない
といった課題がある。
妊産婦の卒煙には、家庭をたばこのない環境とすることが重要で

あり、受動喫煙防止の観点からも、家族全員に卒煙を促す。

【改訂内容】
● 妊産婦である「ママ」だけでなく、父親やその他家族も対象とし、

家族全員に卒煙を促す内容とする。
● 加熱式たばこも危険であることを記載。
● 卒煙の手段として、医療機関（禁煙外来）の受診をより強調。

新

旧
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１ 令和６年度事業について ③リーフレット等の作成・改訂

小学生向け
「知っている？たばこのこと」

（R5.7）

そのほかにも各種リーフレット等を作成し、普及啓発を行っています。

中高生向け
「たばこ ためしに吸って
みようかな…」（R5.7）

（R5.7）

大学生向け
「私たちは吸わない」

（R5.7）

施設管理者向け
「受動喫煙対策ハンドブック」

（R6.2）

各種リーフレット類は、原則２年に一度改訂する予定です。
【令和７年度改訂予定】
小学生向け、中高生向け、大学生向け

パンフレット・リーフレット（県ＨＰ）
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/nf
5/cnt/f6955/p23054.html

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/nf5/cnt/f6955/p23054.html
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１ 令和６年度事業について ④その他の取組

観光情報誌に
受動喫煙防止広告を掲載

受動喫煙防止キャンペーン（11月）

・年４回発行される観光情報誌「旅うらら」２種（鎌倉・湘
南版、小田原・箱根版）に掲載。
（年間計８回／153万部／1,500箇所で配布）
・電子ブックにも掲載しています。
・令和７年度は英語版への掲載も予定しています！

11月の肺がん啓発月間に
合わせてキャンペーンを
実施。
関係各所でのポスター掲
示（県機関、市町村、関
係機関、協力企業等）

（厚労省と神奈川県のコラボポスター）

ポスター掲示の他、
バス車内広告、 YouTube
動画広告も実施。
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１ 令和６年度事業について ④その他の取組

小学生向けリーフを
県内すべての小学生６年生に配布

卒煙サポートに携わる人材育成

公立、私立等を問わず、
県内すべての小学校に
送付。

・企業、団体、行政機関等
の健康相談・指導担当者
向けに「卒煙サポートセ
ミナー」を開催。

・募集方法を改善し、参加
者は昨年度から倍増。

・事後アンケートでは、
「実技が多く、実際の業務
に直接活かせる」「実際に
翌日の保健指導で実践し、
対象者が自己開示してくれ
て、大きな変化を感じるこ
とができた」など、
大変好評でした！

目の不自由な児童のため
に点字版も作成。
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X（旧Twitter）当課公式アカウントの運用開始（令和６年11月）

たばこ対策関係は、受動防止キャンペーンに係る内容を初投稿。

今後もＳＮＳを積極的に活用して情報発信をしていきます！

【がん・疾病対策課公式SNSアカウントについて】

【SNS活用実績】（2025年1月末時点 課公式SNS以外を含む）

キンタロウ
Facebook
X（旧Twitter）

５月 卒煙塾の開催

学生ポータル 7月 大学生向け喫煙防止啓発

ミビョーマンSNS ５月 世界禁煙デー・禁煙週間

がん・疾病対策課
X（旧Twitter）

11月
12月
1月

受動喫煙防止キャンペーン
忘年会での喫煙・受動喫煙防止（大学生・成人向け）
禁煙治療について 【参考】課公式X 12月の投稿

１ 令和６年度事業について ④その他の取組
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２ 令和７年度事業について
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２ 令和７年度事業について 卒煙サポート

17

卒煙サポートセミナー

＜概要＞
卒煙サポートに携わる人材の育成

＜日程＞
令和７年12月18日（木）

令和６年度に作成したものを配布
配布先：依頼があった箇所

コンビニエンスストア等

卒煙支援リーフ卒煙支援リーフ
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加熱式たばこについての広報

413

569

988 

828 

127

22

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R2

R5

たばこ種類販売割合 ※出典：一般社団法人日本たばこ協会

加熱式たばこ 紙巻きたばこ リトルシガー

【背景】
たばこ種類販売割合について、令和５年度の加熱式たばこ販

売割合が令和２年度から約15％増加し、40％を超えた。
加熱式たばこも紙巻きたばこと同様にニコチンや発がん物質

を含んでおり、健康への影響があることや、受動喫煙が発生
し、周囲の人に健康影響を及ぼす恐れがある。加熱式たばこの
危険性の認知度を高めるため、リーフレットに追記した。

２ 令和７年度事業について 若年層・妊産婦の喫煙防止



・加熱式たばこに関する記載を
追加
・職場内での受動喫煙対策、禁
煙が推進されていることを追記
・世界各国で全面禁煙化が進ん
でいることを追記
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小学生向け
「知っている？たばこのこと」

（R7.7）

小学生向け、中高生向け、大学生向けリーフレットの改訂について（予定含む）

中高生向け
「加熱式たばこなら大丈夫…」

（R7.6）

大学生向け（予定）
「私たちは吸わない」

（R7.10）

２ 令和７年度事業について 若年層・妊産婦の喫煙防止

・加熱式たばこについて追記
・レイアウトについて、健康の悪影
響をより目立つように変更
・たばこを誘われた時の断り方につ
いて、肌や体力に触れた内容に変更

・受動喫煙に関して、副流煙がより
危険であることを具体的に示す
・加熱式たばこに関する記載を追加
・COPD に関する記載を拡大
・喫煙することで、就職活動・美
容・出費に影響があることを追記
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小学生向け

若年層・妊産婦向けにLINE広告を配信し、普及啓発を行っている。
※期間：夏季休業期間中（７月20日～８月31日）
※クリック後は各年代向けのリーフレットが表示される。

中高生向け 大学生向け

妊産婦向け

２ 令和７年度事業について 若年層・妊産婦の喫煙防止

加熱式たばこ
について肌について
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２ 令和７年度事業について 若年層・妊産婦の喫煙防止

＜概要＞
若年層の喫煙を防止するため、各学校へ照会し、

希望に応じて講師を派遣し、喫煙防止教育を実施し
ている。
また、令和６年度作成した高校生向け喫煙防止教

育動画を講師派遣の照会時に併せて周知し、動画の
利用を各学校へ案内している。

＜実施状況＞

※令和７年６月現在の希望数

合計 県 保健所設置市

令和７年度 ※ ４ ３ １

令和６年度 ６ ２ ４

＜概要＞
教職員等の学校関係者が、喫煙、飲酒、薬物乱用

について、正しい知識を習得するとともに、児童・
生徒の薬物乱用等防止教育を推進するため、神奈川
県教育委員会に資料提供。

＜講師＞
国立保健医療科学院生涯健康研究部
田野 ルミ 氏

＜テーマ＞
たばこの害について

＜内容＞
 たばこの健康影響
 低年齢層の喫煙など

【保福】喫煙防止教育
（講師派遣・動画視聴）

喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育研修講座
（喫煙防止教育に携わる人材育成）



２ 令和７年度事業について 受動喫煙防止
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「禁煙週間」に係る「令和７年度飲食店における受動喫煙対策キャンペーン調査」について

概要

健康増進法が改正されてから５年を迎えたため、施行状況の確認や認知の向上
を目的とし、飲食店における改正健康増進法の施行状況の確認を行うよう、厚労
省より依頼があった。
各保健福祉事務所が、屋内の喫煙環境・喫煙可能室、健康増進法の認知などに

ついて調査した。

期間 令和７年５月26日（月）～６月６日（金）

結果
調査数：45件
健康増進法の認知率：認知していない⇒9件

認知している⇒35件(十分に認知している⇒15件)



受動喫煙防止キャンペーン（11月）について

＜期間＞
11月17日（月）～23日（日）

＜テーマ＞
子どもをたばこの煙から守る

＜実施内容＞
 ポスター掲載
（県機関、市町村、関係機関、協力企業等）
 バス車内広告
 YouTube広告

23

２ 令和７年度事業について 受動喫煙防止

23

（厚労省と神奈川県のコラボポスター）

（県作成ポスター）
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３ 県民意識調査・施設調査の休止について（案）
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３ 県民意識調査・施設調査の休止について（案）

(１) 県民意識調査・施設調査の概要

県民意識調査 施設調査

調査目的
県民の受動喫煙に関する意識を把握することに
より、条例の見直し及び今後の受動喫煙防止対
策推進方策を検討するための基礎資料とする

県内の公共的施設における受動喫煙防止対策の
実施状況等を把握することにより、条例の見直し
及び今後の受動喫煙防止対策推進方策を検討す
るための基礎資料とする

調査対象 県内在住の満20歳以上の男女2,500人 県内に所在する条例対象施設5,000施設

調査方法 インターネット調査 郵送による配布及び回収

抽出方法 インターネット調査委託事業者によるパネル抽出 経済センサス・活動調査等からの層化無作為抽出

調査期間 令和３年９月（２週間程度）

＜令和３年度 県民意識調査・施設調査＞
※ 令和３年度調査では、県民意識調査については、効率化のため、従来の郵送配布・回収に替えてインターネット調査にて実施した。（施設調査は従来通り郵送調査）
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３ 県民意識調査・施設調査の休止について（案）

(２) 県民意識調査・施設調査の背景

〇 本県では、全国に先駆けて受動喫煙防止条例を施行（H22.4）したこともあり、これま
で独自に県民意識調査・施設調査を実施してきた。

〇 H27年度までは隔年で実施。それ以降は、条例の見直し検討の時期に合わせ、３年に１
回実施することに変更となった。（H21,23,25,27,30,R3）

〇 県民の関心が非常に高かった県条例制定時を契機とする調査を継続しているものであり、
県民の受動喫煙に関する意識及び県内の公共的施設における受動喫煙防止対策の実施状況
等を把握することにより、「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例」の見直し及
び今後の受動喫煙防止対策推進方策を検討するための基礎資料とするために実施してきた。
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３ 県民意識調査・施設調査の休止について（案）

(３) 社会状況の変化・コストについて

〇 改正健康増進法の全面施行（R2.4）及びその後の条例改正（R5.10 法と合わせること
に支障のない部分は法と合わせた。）を踏まえると、今後、調査結果を根拠として本県独
自の規制を行う可能性は低い

〇 調査結果を県の施策に反映させる余地が乏しい
⇒たばこ対策として県が実施すべき施策（各世代や妊産婦、対象施設に対する普及啓発、違
反施設への対応、希望者への卒煙支援等）は明確であり、既に取り組んでいる。

〇 調査に係る費用が高額である【令和３年度実施費用 2,750,000円】

休止することとしたい
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３ 県民意識調査・施設調査の休止について（案）

(４) 今後のデータの収集について

〇 「県民健康・栄養調査」及び「県民ニーズ調査」により、年代や性別ごとに、喫煙率、喫煙してい
るたばこ製品の種別（紙巻き・加熱式等）、禁煙意思の有無、受動喫煙を受けた場所（家庭、職場、学
校、飲食店、子供が利用する屋外空間（公園、通学路など）等）の数値は把握可能。

県民意識調査の主要な調査項目 今後の調査予定

1 喫煙有無 県民健康・栄養調査

2 望まない「受動喫煙」の有無 県民健康・栄養調査

3 受動喫煙による健康影響の理解 『県民ニーズ調査』

4 健康増進法改正の認知 なし→法改正から５年経過

5 神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例の認知 なし→条例制定から10年経過

6 禁煙掲示が意思決定に与える影響 なし→県では禁煙掲示を義務付けを削除

7 喫煙防止教育の経験及び時期 『県民ニーズ調査』

8 県に期待する受動喫煙対策 『県民ニーズ調査』
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４ その他
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４ その他 ①喫煙所設置への助成について
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４ その他 ①喫煙所設置への助成について

・環境美化や望まない受動喫煙の防止を推進するため、行政の責務として、
分煙環境整備が必要である

・県内の各自治体が分煙環境の整備を推進するため、県が主導的役割を発揮
すべき

・観光地において、たばこを吸う人と吸わない人が気持ちよく共存できるよ
う、閉鎖型の喫煙室を設置すべき

県に寄せられたご意見

健康増進法所管課としてどう考えるべきか？
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４ その他 ②技術アドバイザー事業の廃止について（報告）
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４ その他 ②技術アドバイザー事業の廃止について（報告）

(１) 技術アドバイザー事業の概要

① 喫煙設備等に関する専門知識及び経験を有する者を「技術アドバイザー」として委嘱し、施設管理
者等の依頼を受けて派遣し、「健康増進法」及び「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例」に
基づく煙の流出防止設備や喫煙区域の設置について助言するなど、技術的な支援を実施している。

② 県において技術的な疑義等が生じた場合に、技術アドバイザーに照会し、専門的な立場からの回答
を求めている。

(２) 技術アドバイザー事業実績

① 技術アドバイザー派遣 ⇒ R2：0回、R3：0回、R4：2回、R5：1回、R6：0回

② 技術アドバイザーへの疑義照会 ⇒ 令和４年度以降実績なし
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(３) 課題

〇 国において同様の事業（https://jashcon.or.jp/contents/consultation）を行っており、国の「受動喫煙
防止対策助成金」に係る相談も含んでいる。

〇 改正健康増進法の施行に合わせた令和５年の条例改正以降、条例の規定が問題となることは想定さ
れず、県が独自に技術アドバイザー事業を実施する必要性が乏しい。

〇 県への依頼件数自体が極めて少ない。

令和８年度以降実施しないこととする

４ その他 ②技術アドバイザー事業の廃止について（報告）
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説明は以上です。


